
【財務分析】

以下に、過去5年間の各種財務分析データを掲載いたします。
※2014年度までは帰属収入・消費支出合計額
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(他人資産の依存度を示す。50％以下が望まし
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※旧基準での比率で表示しています。（その他の固定資産に特定資産を含んでいます。）

※旧基準での比率で表示しています。

【参考資料】

各グラフの括弧内のコメントは、下記の資料を参考にしています。

日本私立学校振興・共済事業団発行

日本私立学校振興・共済事業団　編

・「今日の私学情勢　大学・短期大学編　平成23年度版」

・「速解　大学教職員の基礎知識　平成22年改訂版」
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（前受金を翌年度に繰り越しているかを示す。100％を割ってはいけない。）

20%

22%

24%

26%

28%

30%

32%

34%

36%

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

その他の固定資産構成比率・・・その他の固定資産÷総資産

(各種引当特定資産などの長期的に保持する資産の蓄積状態を示す。高い値が良い。)
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